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エネルギー、食料品等の価格高騰に伴 う生活者 '事業者等への支援の取組について

■全体概要

エネルギー、食料品等の価格高騰を踏まえ、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、生活者ヘ

の支援と事業者等への支援の両面から必要な対策を講じる。
生活者への支援では、物価高騰の影響を強く受ける所得の少ない世帯や子育て世帯への支援に重点を置くととも
に、広く市民の家計負担の軽減と消費の下支えに取り組む。
事業者への支援では、エネルギー価格高騰等の影響を受けている事業者等を支援するとともに、収益力の向上や

設備の導入など、企業が持続可能な経営基盤を維持・強化するための取組を支援する。

■取組に係る予 規模等

地方倉l生臨時交付金 左記以外
その他財源 一般財源予算区分 総事業費

37,958千 円 0千円 279,194千 円令和6年度 2,748,874千 円 2,431,722千円

0千円 0千円105,743千円

212,225千円

591,587千円

91,884千 円

77,365千円 0千円
0千円

0千円
0千円
0千円

10,100千円

108,528千円

21,744千 円

0千円
0千円

79,238千 円

R6→ R7繰越

当初

10月 専決

12月 補正

8月 専決

6月 補正 613,381千 円

115,843千 円

320,753千 円

79,238千円

91,884千円
77,365千円

0千円

0千円
0千円

0千円

0千円

0千円

0千円 175,907千円1月 補正 2,400,371千 円 1,678,977千 円  545,487千 円

2,757,781千円 545,487千 円 0千円 395,517千 円

令和7年度

合計 (再掲除く) 3,698,785千 円

は 、 7

(1)生活者への支援 1,956.612 千円

(単位 :千円)

※ 上記の取組以外にも、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した取組 (子育て分野における支援を予定)を 、別途市議

会3月 定例会で提案予定

1

財源内訳

国県支出全 所管課

詔 鞣 1左記以外 御勅
一般財源

聴 事業概要事業名称 事業費

所得の少ない世帯への支援

生活困窮者自立支援事
業

生活困窮者自立支援事
業

子育て世帯等への支援

物価高対応子育て応援
手当 (国制度分)

物価高対応子育て応援
手当 (独 自上乗せ分)

住宅 リフォーム促進事
業補助金 (子育て 。若
世帯支援枠)

住民税非課税世帯に対 し、1世帯当
たり3万円を支給するとともに、均
等割のみ課税世桔に対 して1世帯当
たり1万 5千円を支給する。

住民税非課税世帯に対し、灯油購入
費を1世帯当たり5千円助成する。

0歳から高校生年代までの児童を養
育する父母等へ、児童 1人当たり2万
円を支給する。

物価高対応子育て応援手当 (国制度
分)の支給対象者に対し、市独自で
児童1人 当たり5千 円を追加支給す
る

子育てしやすい居住
け、子育て及び家事
のリフォームエ事を

環境の実現に向
負担軽減のため
支援する。

食料品等の物価高騰 |こ よる家計負担
の軽減と消費の下支えを図りつつ、
市内経済の活性化につなげるため、
市内の店舗等で利用できるクーポン

券を市民1人 当たり3千 円分発行す
る。

物価高騰の影響を受けている生活者
の消費を下支えし、あわせて、商工

団体等による消費喚起や売上増加を
後押しするため、商工団体等が実施
するプレミアム付商品券発行事業に
要する経費を支援する。

市内経済の活性化と市民の
の向上を図るため、住宅リフォーム
エ事を支援する。

543 519 516,343 27,176 生活援護課

2,175 生活援護課

1

2

3

4

5

6

7

8

0 0

86,991 41,321 43,495

501,992 0 501,992 0 0
こども家庭セ
ンター

こども家庭セ
ンター

消費の下支え等の取組

生活応援クーポン券発

プレミアム付商品券発
行支援事業補助金

住宅リフォーム促進事
業補助金 (一般枠)

123,000 116,850

20,000 19,000

578,024 490,649

50,000 45,000

53,086 50,432

0

0

0

0

0

0

0

6,150

1,000 建築住宅課

87,375 産業政策課

5,000 産業政策課

2,654 建築住宅課0

0

0

0 131,5301,956,612 1,279,595 545,487合計



(2)事業者等への支援 1,124,869千 円

(単位 :千円)

|

事業名称 事業概要 事業費

財源内訳

所管課国県支出金  | その値
財源
一般財源地 万増好生

臨時交付 金
左記以外

介護保険施設・障害者
対策支

介護保険施設及び障害者施設等を運
営する法人を対象に、光熱水費、燃
料費及び食事の提供に要する費用の
一部を支援する。

1 物価高騰
援事業

2
生活応援クーポン券発
行事業 【再掲】

食料品等の物価高騰による家計負担
の軽減と消費の下支えを図りつつ、
市内経済の活性化につなげるため、
市内の店舗等で利用できるクーポン

券を市民1人 当たり3千 円分発行す
る。

3
酒米価格高騰対策支援
補助金

市内酒造事業者に対し、日本酒製造
に使用する新潟県産の酒米購入費用
の一部を支援する。

4
加工用米価格高騰対策
支援補助金

市内製造事業者に対し、味n曾、醤油
等の製造に使用する新潟県産の加工
用米購入費用のうち、価格上昇分の
一部を支援する。

5
省エネ設備導入事業補
助金

エネルギーの価格高騰の影響を受け
ている市内中小企業者等に対し、省
エネ設備への入替えに要する経費を
支援する。

収益力・生産性向上推
進補助金

収益力や生産性の向上を図り、
6 可能な経営基盤の維持 ,強化に取り

組む市内中小企業者等を支援する。

7

プレミアム付商品券発
行支援事業補助金
【再掲】

物価高騰の影響を受けている生活者
の消費を下支えし、あわせて、商工

団体等による消費喚起や売上増加を
後押しするため、商工団体等が実施
するプレミアム付商品券発行事業に
要する経費を支援する。

住宅リフォーム促進事 市内経済の活性化と市民の居住環境
の向上を図るため、住宅リフォーム
エ事を支援する。

業補助金 (一般枠)
【再掲】

9
粗飼料価格高騰対策支
援金

乳用牛又は肉用牛を飼養している市
内の畜産農家を対象に、粗飼料に係
る費用のうち、価格上昇分を支援す
る。

10
農業用施設等維持管理
費補助金

電気料金の高騰の影響を受けている
土地改良区に対し、農業水利施設の

電気料金のうち、価格上昇分の一部
を支援する。

331,409

578,024

3,600

12,200

54,797

30,000

50,000

53,086

9,997

1,756

298,268

490,649

3,240

10,980

49,317

27,000

45,000

50,432

8,997

1,580

0

0

0

0

0

0

33,141

87,375

360

1,220

5,480

3,000

5,000

2,654

1,000

176

高齢者支援課

産業政策課

産業政策課

産業政策課

産業政策課

産業政策p果

産業政策課

建築住宅課

農林水産整備
課

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0

0

0

0

0

合計 1,124,869 985,463 0 0 139,406

総計 (再掲事業を除く) 2,400,371 1,678,977 545,487 0 175,907

-2-



令和6年度以降の取組 (参考 ) 4,047,288 千田

①生活者への支援 (単位 :千円)

財源内訳

特定財源 一般財源
所管課事業費

R6

R6

9,452

147,164 100

0 生活援護課

生活援護課

住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世
し、18歳 以下の児童 1人 当た り5万円を
る。

令和6年度新たに住民税非課税となる世帯に1世

帯当たり10万円を支給するとともに、18歳以下
の児童を扶養している場合は、児童 1人 当たり5

万円を合わせて支給する。

対
す
に
給
帯
支

1

2

3

生活援護課 R6125,423 0

所得の少ない世帯への支援

6,348 6,348

9,452

147,264

125,423

R60 生活援護課生活困窮者自立支援事 住民税均等割のみ課税世帯に対し、1世帯当たり
1万5千円、8万5千円または10万 円を支給する。業

476,038 476,038 R6

R6-→ R7

繰繊

0

0

R7
当初

11,218

27,549

75,984

2,540

R6

R6-→ R7

69,080

1,085

8

９

　

　

一　

　

１０

11

R7
当初

12
R7

6月 補正

R7

当初

当初

R7

1 3

1 4

12月 補正

6月 補正

R7

R7

R7

当初
1 5

1 6

生活困窮者自立支援事
業

生活困窮者自立支援事
業

4
生活困窮者自立支援事
業

令和6年度新たに住民税均等割のみ課税となる世
帯に1世帯当たり10万円を支給するとともに、18

歳以下の児童を扶養している場合は、児童1人当
たり5万円を合わせて支給する。

5
生活困窮者自立支援事

住民税非課税世帯に対し、1世帯当たり3万円を
支給するとともに、18歳以下の児童を扶養して
いる場合は、児童 1人当たり2万円を合わせて支
給する。

業

生活困窮者自立支援事 住民税非課税世帯に対し、灯油購入費助成金と

業 して1世帯当たり5千円を支給する。

生活困窮者自立支援事
住民税均等割のみ課税世帯に対し、1世帯当たり
1万5千円を支給するとともに、18歳以下の児童
を扶養している場合は、児童1人当たり1万円を
合わせて支給する。

業

子育て世帯等への支援

11,218

27,549

75,984

2,540

69,080

1,085

生活援護 :I果

生活援護課

0

6

0

0

0

生活援護課
R6

R6-→ R7

繰越

7

17

0

公立保育園における賄材料費
の経済的負担を軽減するため
増額分を市が負担する。

私立保育園等の給食費について、保護者の経済
的負担を軽減するため、物価高騰に伴う増額分
を給付する。

市立の小 。中学校、幼稚園の賄材料費につい
て、保護者の経済的負担を軽減するため、物価
高騰に伴う増額分を市が負担する。

高校生等の通学に係る経済的負担の軽減や、市
内公共交通の利用促進と活性化を図るため、通
学定期券の購入に対して助成する。

0 14,619 幼児保育課 R6

20,304 幼児保育課

162,129 教育総務課 R6

10,025 3,177 交通政策課

7,593

建築住宅課
7,883

11,674 幼児保育課

16,072 幼児保育課

139,312

教育総務課

について、保護者
、物価高騰に伴う公立保育所運営費

私立保育所等運営費

学校給食費

高校生等通学定期券購
入費補助金

14,619

20,304

79,238

0

0

R7

当初

住宅リフォーム促進事
業補助金 (子育て ,若

者夫婦世帯支援枠)

公立保育所運営費

て
支
育
を

て
家
る

育
び
す

子
及
援

しやすい居住環境の実現に向け、子
事負担軽減のためのリフォームエ事

公立保育園における賄材料費について、保護者
の経済的負担を軽減するため、物価高Лきに伴う
増額分を市が負担する。

私立保育園等の給食費について、保護者の経済
的負担を軽減するため、物価高騰に伴う増額分
を給付する。

私立保育所等運営費

学校給食費

子育て世帯に対する生
活支援給付金

市立の小・中学校、幼稚園の賄材料費につい
て、保護者の経済的負担を軽減するため、物価
高騰に伴う増額分を市が負担する。

料品等の価格高騰の影響によ

0

への影 大きい児童扶養手当を

給する世帯及び所 少ない子育て世帯に対 92,707 73,080

18歳までの児童1人当たり2万5千円を支給す

り
受
し
る

ルギー、
特に家計 響が

得の 19,627
こども家庭
センター

定額減税 しきれないと見込まれる方への支援

国の

定額減税補足給付金事 行
な

総合経済対策における物価高への支援とし

う1人 4万円の定額減税において、減税しき
いと見込まれる納税義務者に対し、定額減
足給付金 (調整給付)を支給する。

て 総務課01,478,924 1,478,924 R6
業 れ

162,129

13,202

10,000

10,000

15,374

21,165

183,463

2,407

2,117

3,700

5,098

44,151

79,238

-3-



一算
分
予
．区事業費

特定財源 一般財源
所管課事業名称 事業概要 |

679,873 0

R7

6月 補正
8月 専決
10月 専決

20

エネルギー、食料品等の価格高騰の影響を受け
ている生活者の消費を下支えし、あわせて、商
工団体等による消費喚起や売上増加への取組を
後押しするため、商工団体等が実施するプレミ
アム付商品券発行事業に要する経費を支援す
る。

消費の下支え等の支援

36,000 32,40018

当初

679,873

0

0

総務課

プレミアム付商品券発
行支援事業補助金

市内経済の活性化と市民の居住環境の向上を図
るため、住宅リフォームエ事を支援する。

R6

R7

3,600 産業政策課

19
住宅リフォーム促進事
業

82,042 建築住宅課

50 000 建築住宅課

定額減税補足給付金事
業

令和6年度に実施した国の定額減税措置に伴う補
足給付金について、令和6年分所得税額等の確定
に伴い給付額に不足が生じた納税義務者に対し
て追加給付を行う。

その他

82,042

50,000

R6-→ R7

繰越

492,3043,901,021 3,408,717合計

②事業者等への支援 (単位 :千円)

No 事業名称 事業概要 事業費
財涼内訳

所管課
予算
区分特定財源 一般財源

1
介護保険施設物価高騰

食料品等の価格高騰の影響を受けている介護保
険施設で、食費の基準費用額が定められている
施設を運営する法人を対象に、食事の提供に要
する費用の一部を支援する。

対策支援事業

エネ設備導入事業補
エネルギーの価格高騰の影響を受けている市内
中小企業者や農林水産事業者などに対し、LE
D照明や空調設備の入替えを支援する。助金

収益力向上・賃上げ環
境整備補助金

収益力向上を図り賃上げ乗境の整備に取り組む
市内中小企業者や農林水産事業者などを支援す
る。

プ レミアム付商品券発
支援事業補助金 【再

エネルギー、食料品等の価格高騰の影響を受け
ている生活者の消費を下支えし、あわせて、商
工団体等による消費喚起や売上増力口への取組を
後押しするため、商工団体等が実施するプレミ
アム付商品券発行事業に要する経費を支援す
る。

掲】

市内経済の括性化と市民の居住環境
るため、住宅リフォームエ事を支援

の向上を図
する。

住宅リフォーム促進事
業 【再掲】

粗飼料価格高騰緊急対
策支援金

乳用牛又は肉用牛を飼養 している市内の畜産農
家を対象に、粗飼料に係る費用のうち、価格上

昇分を支援する。

農業用施設等維持管理
費補助金

電気料金の高騰の影各hを受けている土地改良区
に対し、農業水利施設の電気料金のうち、価格
上昇分の一部を支援する。

63,056 63,056

45,000

13,500

32,400

0

5,000

1,500

3,600

82,042

高齢者支援
課

産業政策H果

産業政策課

産業政策口果

建築住宅課

建築住宅課

農政口果

農林水産整
備課

R6

R6-→ R7

繰越
2 50,000

15,000

36,000

82,042

50,000

15,814

2,397

3
R6-→ R7

繰越

4

5

R6‐ R7

繰越

R6

R7

当初

R6

R6

0

0

15,814

2,397

50,000

6 0

7 0

合計 314,309 172,167 142,142

総計 (再掲事業を除く) 4,047,288 3,548,484 498,804
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令和7年度 1月 補正会計別繰越明許費繰越額一覧

(参考)令和7年度繰越明許費繰越額

繰越明許費
繰 越 額会 計 区 分

1,904,051一 般 会 計

1,904,051計△
口

会 計 区 分
繰越明許費
繰 越 額

内 訳

一般会計

168,601 令和7年度12月補正繰越明許費繰越額

1,904,051 令和7年度1月補正繰越明許費繰越額

△
口 計 2,072,652
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令和7年度 上越市一般会計 1月 補正繰越明許費繰越理由一覧

款 項 事 業 名 翌 年 度
繰 越 額

繰 越 の 理 由

3

民生費

1

社会福祉費

生活困窮者
自立支援事
業

千円

187,913
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

2
児童福祉費

物価高対応
子育て応援
手当支給事
業

50,113
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

7
商工費

1

商工費

生活応援
クーポン券
発行事業

577,616
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

企業振興事
業

15,800
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

物価高騰対
策事業者支
援事業

134,797
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

8
土木費

2

道路橋梁費
道路維持費 37,619

国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。
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款 項 事 業 名 翌 年 度
繰 越 額

繰 越 の 理 由

8
土木費

2

道路橋梁費

道路整備事
業

707,420
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

橋梁維持費 21,815
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

消融雪施設
管理費

57,600
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

3

河)|1費

河川管理費 29,227
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

砂防事業費 700
国の補正予算を活用し、事業を実施す

るこ
いた

と
め
から、年度内の完了が見込めな

5

都市計画費
朴市公園整

備事業
10,345

国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

7
住宅費

住宅
リフォーム

促進事業

73,086
国の補正予算を活用し、事業を実施す

ることから、年度内の完了が見込めな
いため。

合計 1,904,051

7


